
�．問題と目的
防衛省・自衛隊は大規模な自然災害や事

変、武力衝突など、国家規模の非常事態に

備えて日夜業務に従事している。２０１１年３

月１１日に発生した東日本大震災では、自衛

隊史上初となる１０万人体制で、２０１６年４月

１４日に発生した熊本地震においては約５万

７千人の自衛隊員が災害派遣活動に邁進し

た。こうした不測の事態でも高いパフォー

マンスを維持するため、隊員はストレスに

備えておかなければならない（下園，

２００１）。そのため、日ごろから隊員は自身

のストレス状況を把握し、組織的にメンタ

ルヘルス対策を講じることが必要となる。

労働安全衛生法により、２０１５年１２月から

ストレスチェック制度が施行されたが、自

衛隊も例外ではない。労働安全衛生法に基

づくストレスチェック制度実施マニュアル

陸上自衛隊におけるストレスチェックの集団分析
Population analysis of the stress check in the

Japan Ground Self Defense Force

山口 真理子

陸上自衛隊福島駐屯地

業務隊衛生科

野島 一彦

跡見学園女子大学

文学部臨床心理学科
Mariko Yamaguchi

Medical of General Service. Japan Ground

Self Defense Force Camp Fukushima.

Kazuhiko Nojima

Faculty of Letters.Atomi University.

要 約

防衛省・自衛隊は非常事態でも高いパフォーマンスを維持しながら任務に従事するた

め、日頃からストレスに備える必要がある。そのため、現在の隊員のストレスの実態調査

を行い、どのようなメンタルヘルス対策を構築できるか考察した。調査はA駐屯地の隊員

約１２００人を対象に、２０１６年３～５月にフェイスシートと職業性ストレス簡易調査表を記載

した質問紙に記載を依頼した。有効回答数１０５８人の『職業性ストレス』（�職場ストレス
認知、�自分の心理状態認知、�サポート源認知、�満足度認知）結果それぞれを基に、
『個人の諸特性』（�年齢、�残業、�転属、�居住、�結婚、�体型）ごとに多重比較
を実施した。結果として、中高年層、長時間の残業、単身生活、配偶者との離別、体型を

太めと自覚していること、といった要因が仕事と身体のストレスに影響し、周囲からのサ

ポートの満足度を低く感じることにつながっていた。職場内でメンタヘルス対策を投じる

には、個人のニーズに沿った具体的対策を思案すること、専門家の指導や助言を取り入れ

ながら啓発していくことが必要となる。

【Key Word】ストレスチェック 自衛隊 職業性ストレス 個人の諸特性
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（２０１５）によると、「労働者のストレスの

程度を把握し、労働者自身のストレスの気

づきを促すとともに、職場改善につなげ、

働きやすい職場づくりを進めることによっ

て、労働者がメンタルヘルス不調となるこ

とを未然に防止すること（一次予防）が目

的」となっている。実施に当たって、スト

レスチェックは�仕事のストレス要因、�
心身のストレス反応、�周囲のサポートの
３領域を含むことが必須となっている。

ストレスチェックにおいて、集団分析は

努力義務の位置づけであるが、集団分析の

意義を説く研究者は多い。亀田（２０１５）

は、職場環境改善のためストレス判定図を

用いたグループ討議の実施要領と活かし方

について紹介している。難波（２０１５）は、

集団分析の取り扱い方の留意点や、集団分

析結果をポジティブに活用するための取り

組み方について提唱している。また、先述

したストレスチェック制度実施マニュアル

の中では、集団分析の方法と結果の活用方

法について５つの成功事例を挙げている。

本研究の目的は、ストレスチェック制度

に基づいて、現在の自衛隊員のストレスの

実態調査を行い、その集団分析の結果か

ら、『個人の諸特性』（�年齢、�残業、�
転属、�居住、�結婚、�体型）と、『職
業ストレス』（�職場ストレス認知、�自
分の心理状態認知、�サポート源認知、�
満足度認知）の関連を明らかにし、どのよ

うなメンタルヘルス対策を構築できるのか

考察する。

�．方法
１．調査対象者と調査方法

東北地方のA駐屯地に在籍している自衛

隊員が対象。事前に各部署に質問紙を配布

しておき、２０１６年３月～５月にA駐屯地内

で実施された定期健康診断時に提出するよ

う伝えた。その際、質問紙への記入は強制

ではなく任意であること、個人が特定され

ないよう無記名で記入することを周知し

た。実施対象者約１２００人中、欠損値を除い

た有効回答数１０５８人であった。

２．質問紙

（１）フェイスシート

「個人の諸特性」として、年齢、残業量

（月８０時間未満、月８０時間以上）、転属の

有無（経験無し、１年未満のうちに有り、

１年以上転属してから経過している）、居

住形態（営内者（寮生活のようなもの）、

部外居住の単身者、家族帯同）、結婚歴

（独身、既婚、離別）自覚している体型

（太め、筋肉質、普通、細身）を尋ねた。

（２）職業性ストレス簡易調査票

「職業性ストレス」を知るため、旧労働

省が作成した職業性ストレス簡易調査票

（１９９９）を用いた。５７項目４件法で、次の

ことを測定。�職場ストレス認知（心理的
な量、コントロール、対人関係、職場関

係）、�自分の心理状態認知（心身的反
応、身体的反応）、�サポート源認知（上
司、職場の同僚、配偶者・家族・友人）、

�満足度認知（仕事、家庭生活）。
（３）分析方法

職場性ストレス簡易票の４つの『職業性

ストレス』結果それぞれを基に、６つの

『個人の諸特性』ごとに多重比較を実施し

た。

�．結果
１．個人の諸特性の人数内訳
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�「年齢」は不明者を除く１０５１人のう
ち、１９～２５歳２７３人（２５．９％）、２６３５歳３０６

人（２９．１％）、３６４５歳２４３人（２３．１％）、４６６０

歳２３１人（２１．９％）であった。�「残業」
は１０５８人 の う ち、月８０時 間 未 満１０１１人

（９５．６％）、月８０時間以上４７人（４．４％）で

あった。�「転属」は不明者を除く１０３１の
うち、転属経験無し５２５人（５１％）、１年未

満のうちに有り８９人（８．６％）、１年以上転

属してから経過４１７人（４０．４％）であっ

た。�「居住」は不明者を除く１０３４人のう
ち、営内３５９人（３４．７％）、部外居住の単身

１３９人 （１３．５％ ）、 家 族 帯 同５３６人

（５１．８％）であった。�「結婚」は該当不
明 者 を 除 く１０２７人 の う ち、独 身４２２人

（４１．１％）、既婚５６７人（５５．２％）、離別３８

人（３．７％）であった。�「体型」は不明
者 を 除 く１０２２人 の う ち、太 め２４３人

（２３．８％）、筋肉質６７人（６．６％）、普通６１８

人（６０．４％）、細 身９４人（９．２％）で あ っ

た。

２．職業性ストレスと個人の諸特性の関連

（１）『職場ストレス認知』と『個人の諸特

性』の関連

『職場ストレス認知』と『個人の諸特

性』の関連を図示する。

１）心理的な仕事の負担（量）

図１で�「年齢」では、３６歳以上が１９～
２５歳に比べ有意に高く、３６４５歳においては

３５歳以下に比べ有意に高かった（F＝

１１．９１，P＜．００１）。�「残業」では、残業
時間８０時間以上有りが、無しに比べ有意に

高 か っ た（F＝４．７５，P＜．０５）。�「転
属」では、転属経験有りが、経験無しに比

べ 有 意 に 高 か っ た（F＝３３．９２，P

＜．００１）。�「居住」では、単身が営内・
帯同よりも有意に高く、帯同においては営

内よりも有意に高かった（F＝１９．７１，P

＜．００１）。�「結婚」では、既婚が独身に
比 べ 有 意 に 高 か っ た（F＝９．０１，P

＜．００１）。

２）心理的な仕事の負担（質）

図２では、�「年齢」で４６歳以上が２６歳
以下に比べ有意に高く、３６４５歳においては

１９～２５歳以に比べ有意に高かった（F＝

５．７，P＜．００１）。�「転属」では、転属経
験有りが、経験無しに比べ有意に高かった

（F＝２５．５５，P＜．００１）。�「居 住」で

は、単身が営内・帯同よりも有意に高かっ

た（F＝９．７９，P＜．００１）。

３）自覚的な身体的負担度

図３では、�「年齢」で１９～２５歳が２６～

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１ 心理的な仕事の負担（量）を個人の諸特性で多重比較した結果
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３５歳に比べ有意に高く、２６～４５歳において

は４６～６０歳に比べ有意に高かった（F＝

５９．９７，P＜．００１）。�「転属」では、経験
無しが、転属して１年未満に比べ有意に高

か っ た（F＝５０．２７，P＜．００１）。�「居
住」では、営内が単身よりも有意に高かっ

た（F＝５０．４５，P＜．００１）。�「結 婚」で

は、独身が既婚に比べ有意に高かった（F

＝２７．６７，P＜．００１）。�「体型」では、細

身が太め・普通に比べ有意に高かった（F

＝５．９９，P＜．００１）。

４）仕事のコントロール度

図４では、�「年齢」で２６～３５歳が１９～
２５歳に比べ有意に高かった（F＝４０．４４，P

＜．００１）。�「転属」では、転属経験有り
が、経験無しに比べ有意に高かった（F＝

２３．３８，P＜．００１）。�「居 住」で は、単

身・帯同が営内よりも有意に高かった（F

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図２ 「心理的な仕事の負担（質）」を「個人の諸特性」で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図３ 自覚的な身体的な負担度を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図４ 仕事のコントロール度を個人の諸特性で多重比較した結果
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＝３１．６２，P＜．００１）。�「結婚」では、既
婚・離別が独身に比べ有意に高かった（F

＝３１．４４，P＜．００１）。

５）仕事の適正度

図５では、�「年齢」で３６歳以上が１９～
２５歳に比べ有意に高かった（F＝３．７９，P

＜．０５）。

６）働きがい

図６では、�「年齢」で３６～４５歳が１９～

２５歳に比べ有意に高かった（F＝３．０７，P

＜．０５）。

（２）『自分の心理状態認知』と『個人の諸

特性』の関連

『自分の心理状態認知』と『個人の諸特

性』の関連を図示する。

１）活気

図７では、�「年齢」で１９～２５歳が３６歳
以上に比べ有意に高かった（F＝４．７７，P

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図５ 仕事の適正度を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図６ 働きがいを個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図７ 活気を個人の諸特性で多重比較した結果
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＜．０１）。�「転属」では、転属経験無し
が、転属して１年以上経過に比べ有意に高

かった（F＝６．０７，P＜．０１）。�「居住」
では、営内が単身よりも有意に高かった

（F＝４．０３，P＜．０５）。�「体 型」で は、
筋肉質が太めに比べ有意に高かった（F＝

３．３９，P＜．０５）。

２）イライラ感

図８では、�「体型」で太めが普通に比
べ有意に高かった（F＝４．６５，P＜．０１）。

３）疲労感

図９では、�「体型」で太めが普通に比
べ有意に高かった（F＝４．２６，P＜．０１）。

４）抑うつ感

図１０では、�「残業」で残業時間８０時間
以上有りが無しに比べ有意に高かった（F

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図８ イライラ感を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図９ 疲労感を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１０ 抑うつ感を個人の諸特性で多重比較した結果
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＝８．２６，P＜．０１）。

５）身体愁訴

図１１では、�「年齢」で３６歳以上が３５歳
以下に比べ有意に高かった（F＝１０．１９，P

＜．００１）。�「残業」では、残業時間８０時
間以上有りが、無しに比べ有意に高かった

（F＝５．３１，P＜．０５）。�「転 属」で は、
転属経験有りが、経験無しに比べ有意に高

か っ た（F＝１５．４８，P＜．００１）。�「居
住」では、単身・帯同が営内に比べ有意に

高 か っ た（F＝５．７２，P＜．０１）。�「結
婚」では、離別が独身・既婚に比べ有意に

高 か っ た（F＝５．６６，P＜．０１）。�「体
型」では、太めが普通に比べ有意に高かっ

た（F＝４．８９，P＜．０１）。

（３）『サポート源認知』と『個人の諸特

性』の関連

『サポート源認知』と『個人の諸特性』

の関連を図示する。

１）上司からのサポートの不満足度

図１２では、�「年齢」で４５～６０歳が１９～
２５歳に比べ有意に高かった（F＝２．７８，P

＜．０５）。�「居住」では、帯同が営内に比
べ有意に高かった（F＝５．８３，P＜．０１）。

２）同僚からのサポートの不満足度

図１３では、�「年齢」で４６～６０歳が３５歳
以下に比べ有意に高かった（F＝４．９５，P

＜．０１）。�「転属」では、転属して１年以
上経過しているが、経験無しに比べ有意に

高 か っ た（F＝３．９２，P＜．０５）。�「体
型」では、太めが普通に比べ有意に高かっ

た（F＝２．７７，P＜．０５）。

３）家族からのサポートの不満足度

図１４では、�「年齢」で４６～６０歳が３５歳
以下に比べ有意に高かった（F＝７．５５，P

＜．００１）。�「残業」では、残業時間８０時

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１１ 身体愁訴を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１２ 上司からのサポートの不満足度を個人の諸特性で多重比較した結果
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間以上有りが、無しに比べ有意に高かった

（F＝５．６５，P＜．０５）。�「転 属」経 は、
転属して１年以上経過しているが、経験無

しに比べ有意に高かった（F＝４．５７，P

＜．０５）。�「居住」では、単身が帯同に比
べ有意に高かった（F＝５．６８，P＜．０１）。

�「結婚」では、独身・離別が既婚比べ有
意に高かった（F＝９．２２，P＜．００１）。�
「体型」では、太めが普通に比べ有意に高

かった（F＝３．３６，P＜．０５）。

（４）『満足度認知』と『個人の諸特性』の

関連

『満足度認知』と『個人の諸特性』の関

連を図示する。

１）仕事の不満足度

図１５では、�「残業」で残業時間８０時間
以上有りが、無しに比べ有意に高かった

（F＝１０．７５，P＜．０１）。

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１３ 同僚からのサポートの不満足度を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１４ 家族からのサポートの不満足度を個人の諸特性で多重比較した結果

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１５ 仕事の不満足度を個人の諸特性で多重比較した結果
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２）生活の不満足度

図１６では、�「年齢」で３６～４５歳が２６～
３５歳に比べ有意に高かった（F＝２．８２，P

＜．０５）。�「居住」では、営内・単身が帯
同に比べ有意に高かった（F＝１４．５３，P

＜．００１）。�「結婚」では、離別が独身・
既婚に比べ有意に高く、独身においては既

婚に比べ有意に高かった（F＝２０．７２，P

＜．００１）。

�．考察
１．『個人の諸特性』と『職業ストレス』

の関連

（１）「年齢」と職業ストレス

「年齢」では、３６歳以上の中高年層が３５

歳以下の若年層に比べ仕事の質・量的負担

と、身体愁訴が高かった。４５歳以上になる

と若年層に比べ上司や同僚、家族からのサ

ポート源の満足度が低かった。しかし、仕

事の適正度と働きがいに関しては３６歳以上

が２５歳以下の若年層に比べ高かった。３６歳

以上となると中間管理職に就いているもの

が大半であり、責任や仕事の種類も増えて

いく世代である。また、中高年層は上司の

立場から周囲に配慮することはあっても自

分が目をかけてもらう機会が少なく、サ

ポート源での満足度の低さに繋がったが、

長年の経験と実績が現在の仕事へのやりが

いにつながる要因となるのでは、と推察す

る。若年層が中高年層に比べ高かったの

は、活気と自覚的な身体的負担であった。

自衛隊の特性上、若年層は規律を守るため

業務から生活に至るまで指導されること、

自衛官としての基礎体力を練成するための

訓練が多いことが今回の結果に至ったと考

えられる。

（２）「残業」と職業ストレス

「残業」では、残業時間月８０時間以上有

りが無しに比べ、仕事の量的負担を感じ、

生活の満足度と家族からのサポートの満足

度が低く、身体愁訴と抑うつを感じてい

た。長時間労働をはじめとする過重労働の

負担が恒常的に続いた場合、循環器疾患の

発症に加え、メンタルヘルス不調にも影響

を及ぼす（廣，２０１６）ことが指摘されてき

ていることと、残業が多くなることで必然

的にプライベートの時間がもてなくなり、

家族からのサポートを得られにくくなるこ

とを考えると、早急に長時間労働者を把握

し、仕事量の調整、本人の能力に見合った

業務であるかの精査、健康状態の確認等を

実施するといった対策を投じなければなら

ないだろう。

（３）「転属」と職業ストレス

＊p＜．０５，＊＊P＜．０１，＊＊＊p＜．００１
図１６ 生活の不満足度を個人の諸特性で多重比較した結果
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「転属」では、転属経験有りのほうが無

しに比べ、仕事の質・量の負担と身体愁訴

が高く、特に転属してから１年以上経過し

た者は転属経験なしに比べ、同僚・家族か

らのサポートの満足度が低かった。しか

し、仕事のコントロール度が高かったのは

転属経験無しより有りのほうであった。転

属で新しい環境に慣れず業務量の負荷を感

じたとしても、以前の職場での経験を基

に、コツを掴みながら自分のペースで仕事

が出来るようになるからであると考察す

る。田中（１９９６）の研究によると、家族と

の精神的結びつきを重視する者、家族のた

めに働く意欲のある者、企業のために働く

意欲の高い者、企業の価値を自分のものと

して内在化している者ほどストレス反応は

低いが、家族の一員であることを重視する

者、家族から世話や感謝の報酬を求める

者、自分の利益獲得と引き換えに企業に帰

属している者ほどストレス反応が高いとい

う結果であった。仕事や家庭に対し、見返

りや報酬といった外発的動機づけで求める

のではなく、帰属意識や精神的結びつきの

質を高めることといった内発的動機づけ

が、転属にからくるストレス対処への一助

となることが推測される。

（４）「居住」と職業ストレス

「居住」では、単身者のほうが家族帯同

者・営内者に比べ仕事の質・量的負担を感

じていた。身体愁訴は単身者のほうが営内

者に比べ感じており、生活満足度は単身

者、営内者、家族帯同者の順で満足度が低

かった。上司からのサポートは営内者より

家族帯同者のほうが、家族からのサポート

は家族帯同者より単身者のほうが満足度は

低かった。単身者が家族と離れることで、

これまで維持されてきた規則正しい生活習

慣や栄養管理が乱れる、家庭というストレ

スの緩衝要因を失うことでイライラや抑う

つを感じやすくなる、一人の時間が増える

ことで飲酒や喫煙といった不健康なストレ

ス解消法に傾倒する者が多くなる（森山

ら，２０１２）ことに加え、これまでしてこな

かった家事も一人でこなさないといけない

という現実が、仕事にプライベートに時間

に追われている感覚に陥りやすくなり、本

研究の身体愁訴や生活満足度の低さへとつ

ながったと考察する。そのため、職場から

業務量調整の他、単身者への健全なストレ

ス解消法と生活習慣の指導といったアプ

ローチが必須となるだろう。また、帯同者

であっても家族が支援してくれると安心す

るのではなく、職場からも生活や仕事の様

子を気に掛けサポートしていく必要がある

と推察する。

（５）「結婚」と職業ストレス

「結婚」では、仕事の量的負担を既婚者

のほうが独身者に比べ感じているようだ

が、生活の満足度と家族からのサポートの

満足度は独身者・離別者のほうが既婚者に

比べ低かった。身体愁訴においては離別者

のほうが独身者・既婚者のほうが高い結果

となっている。「居住」でも述べたよう

に、配偶者や家族が身近にいないこと、特

に離婚や死別をといった喪失体験をしてい

る者は精神・健康面から経済面・生活面ま

で目配りする必要があると推察する。

（６）「体型」と職業ストレス

「体型」では、細身体型のほうが太め・

普通体型より身体的負担を感じていた。自

衛隊という職種上体力を駆使する業務が多

いため、細身体型だとスタミナが持たずよ

－ 60－



り体への負担を感じやすいからであると考

えられる。太め体型は普通体型に比べ、イ

ライラ・疲労感・身体愁訴を感じやすく、

同僚・家族からのサポートの満足度を低く

感じていた。種ヶ嶋ら（２０１３）の研究で

は、中高年男性は体重やBMI指数が大きく

なることで、不安やストレス度、自分の視

覚的ボディイメージが大きくなり、自己の

身体に関しての肯定感や満足度に影響して

くると考えた。太めであると自己評価する

ことがストレスを引き起こし、周囲との人

間関係の捉え方にもネガティブな影響を及

ぼすと考察する。また黒谷・中出（２０１０）

の研究によると、体型に満足している者は

生き生きと活動的であるポジティブ心理的

反応が高値であり、運動しているほうが心

理的・身体的ストレス反応が低いとの結果

であった。そのため、健康的な体型を維持

しようと意識し、行動していくことがスト

レス軽減を図り、QOLを高めることにつ

ながると考えられる。

２．まとめ

�今回、ストレスチェックと個人の諸特
性とで多重比較したところ、特に中高年

層、長時間の残業、単身生活、配偶者との

離別、体型を太めと自覚していること、と

いった要因が仕事と身体のストレスに影響

し、周囲からのサポートの満足度を低く感

じることにつながっていたという結果とな

った。

�職場内でメンタヘルス対策を投じるに
は、まず個人の特性やサポート資源を知

り、ニーズに沿った具体的対策を思案する

ことが必須となるだろう。

�特に自衛隊という組織上、強靭な隊員
育成を徹底しているため、メンタルヘルス

に関心が持てない者も少なくない点も鑑み

ても、専門家の指導や助言を取り入れなが

ら、啓発していく必要がある。
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